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はじめに

近年，精神疾患やメンタルヘルスが注目され，その重

大性が再認識されている。World Health Organization

（2009）によると，疾病負担の総合的な指標である

DALYの疾患区分の中で，2004年時点の日本でのトッ

プは精神疾患であり，疾患別でもワースト20のうち５

つが精神疾患となっている。また，精神疾患がもたらす

社会的な損失は極めて大きく，例えば日本ではうつ病

による経済損失は１年間で２兆円（Sado et al., 2011），

統合失調症では１年間で２兆８千億円（Sado et al., 

2013）と推計されている。このような状況の中で厚生労

働省（2012）はがん，脳卒中，急性心筋梗塞，糖尿病の

従来の四大疾病に精神疾患を加えた五大疾病を，各都道

府県が策定する医療計画に盛り込むべきとした。

精神疾患の重大性が明らかになる中で，World Health 

Organization（2004）は効果的な予防措置により精神疾

患のリスクを低減できると述べ，エビデンスに基づいた

予防政策を推奨している。特に，精神疾患の大半は若年

期に発症することや（Patel, Flisher, Hetrick, & McGor-

ry，2007），児童期，思春期での予防プログラムは，将来

の社会的，行動的，学問的問題の確率を下げることに有

効であること（Weisz, Sandler, Durlak, & Anton, 2005）

から早期からの予防的な取り組みに注目が集まってい

る。中でも学校は子どもの健康や幸福に大きく貢献可

能であり（International Union for Health Promotion 

and Education, 2008），予防的保健サービスを多くの人

に効率的かつ効果的に提供する戦略的基盤であるとして

（World Health Organization, 2017）学校での健康促進

が推奨されている。

このように早期からの学校での健康促進に関心が集

まる中で，国外では例えばオーストラリアの認知行動

療法に基づく社会・感情学習（SEL）を用いた「You 

Can Do it !」や，フィンランドのいじめ防止プログラ

ムである「キヴァ」といった心理教育プログラムの効果

検証が行われ全国的に実施されている（バーナード・松

本，2013; Kärnä et al., 2011）。日本でもこれまで学校

においてソーシャルスキルトレーニング（藤枝・相川，

2001）や抑うつ（石川・戸ヶ崎・佐藤・佐藤，2010），

不安（Urao et al.,  2018）などに焦点を当てた心理教

育の効果検証が行われてきたが，全国規模での実施には

至っていない。しかし，2022年度から実施予定の新学

習指導要領においては，高等学校の保健体育の教科書に

「精神疾患の予防と回復」が盛り込まれるなど（文部科

学省，2018），日本でも学校での心理教育の重要性は高

まっていくことが予想される。

よって本稿では日本の学校における児童期・青年期の

心理教育の現状と今後の課題の整理を行う。具体的に

は，初めに心理教育の開発・効果検証研究を，続いて心

理教育の調査研究を概観し，最後に学校での実施上の

課題の詳細な検討を行う。なお，対象とする学校は小学

校・中学校・高等学校に限定する。

心理教育の定義は各研究者によって様々であるが，市

橋（2000）は医療における心理教育と，学校における心

理教育については区別する必要があると述べている。本

稿では，安達（2012）の「普通学級に在籍する生徒か

ら成る集団（主に学級集団）を対象とし，生徒の心理的，

社会的健康を増進することを目指した，心理学的知見，

心理臨床実践を応用した教育実践活動」という定義を採

用する。

心理教育の開発・効果検証研究

安達（2012）は日本の心理教育実践に関する論文を

整理し，研究で取り上げられてきた心理教育の目的，方

法は時代とともに大きく変化していることを指摘してい
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る。1990年以前には自己実現といった心理臨床的理念が

目的として掲げられ，心理劇といった心理臨床的方法が

用いられてきたが，1990年，2000年代には具体的，実用

的な目的のもと，集団SSTやSGEといった学校現場に

適した手法が用いられるようになった。例えば，金山・

佐藤・前田（2004）は日本の幼稚園・小学校・中学校で

の集団SST研究を，小野寺・河村（2003）は学級単位で

のSSTやSGE研究を概観し，課題を整理している。

近年は「抑うつ予防」といった教育実践とは直接関係

のない目的も掲げられ，認知行動療法の方法が数多く導

入されている。例えば，石川他（2010）は認知行動的

技法に基づいた学校ベースの抑うつ予防プログラムを中

学生に実施し，その結果介入群において一部の抑うつ得

点の有意な低減が見られ，実施後の得点が統制群よりも

有意に低いことが示された。Urao et al.（2018）も認

知行動療法に基づいた不安予防プログラムを小学生に実

施し，その結果介入群の不安得点が介入後と３か月後の

フォローアップにおいて有意に減少した。

また，日本独自のプログラムを開発するのではなく，

海外のプログラムを取り入れる動きもある。例えばフィ

ンランドの「キヴァ」は世界中で実施され，日本でも

紹介されている（北川・小塩・股村・佐々木・東郷，

2013；望田，2013）。また，Yamamoto, Matsumoto, & 

Bernard（2017）はオーストラリアの「You Can Do it !」

を日本に応用して小学校4年生に実施しており，その結

果介入群のソーシャルサポート得点が有意に上昇した。

課題

エビデンス・ベースド・アプローチが重視される中で

（World Health Organization, 2004），学校現場での効

果検証の難しさが指摘されてきている（岩崎，2011）。

これは心理教育においても例外ではなく，西井（2008）

は効果検証における統制群との比較は研究としては不可

欠であるものの，学校教育の均質性と平等性という観

点から困難になっていると指摘している。また，髙橋

（2019）は学校における心理学研究では，環境，人数，

子どもの属性などの条件の統制が難しいほか，学校の多

忙により協力依頼が困難であることを指摘している。海

外と比較すると，海外ではランダム化比較試験（RCT）

で行われた，学校での抑うつ・不安予防プログラムのメ

タ分析などが行われているが（Werner-Seidler, Perry, 

Calear, Newby, & Christensen, 2017; Johnstone, 

Kemps, & Chen, 2018），日本でRCTを用いた心理教

育の研究は管見したところ見当たらない。山崎・内田・

村上（2014）はRCTでの予防的な心理教育の効果検証

は現時点ではまだ難しく，まずはRCT以外での研究成

果を積み重ねることが必要であると述べている。

また，日本での心理教育プログラムの効果検証におい

ては対人関係能力や抑うつ，不安など心理的要因がア

ウトプットとして主に用いられているが，海外では心

理教育プログラムと学業との関連についても研究が行

われている。例えば，Durlak, Weissberg, Dymnicki, 

Taylor, & Schellinger（2011）はSELのメタ分析を行

い，学業成績の上昇と関連があることを明らかにしてい

る。また同時にDurlak et al.（2011）は，プログラム

実施後の学業成績の情報を収集している研究の少なさを

指摘している。心理的要因との関連だけでなく学業成績

との関連を示すことは，学校で心理教育を実施すること

の説得力を高めることにつながるだろう。

心理教育の調査研究

前章では心理教育の開発・効果検証の研究について概

観したが，開発・効果検証の研究によって描き出される

心理教育の現状と，学校現場での実情は異なる可能性が

ある（安達，2014）。よって本章では，心理教育の調査

研究に焦点を当てる。

教員への調査を行った研究として岡﨑・安藤（2012）

や安達（2014）の研究がある。岡﨑・安藤（2012）に

よると，小学校教員の約80%，中学校教員の約70%が心

理教育的アプローチを必要だと感じていた一方で，実際

に実施しているのは小学校教員の約30%，中学校教員の

約20%にとどまっていた。また安達（2014）によると，

小学校・中学校教員の心理教育の経験率が約70%であっ

たのに対して，高等学校では約30%であった。

大学生に対して心理教育の経験を調査した研究も存在

する。石本・松本（2017）は心理教育的介入として実

施されるストレスマネジメント法や怒り・衝動のコント

ロール法については経験割合が低いことを明らかにして

いる。また，杉本・青山・飯田・遠藤（2017）は心理

教育の種類により学校段階で受けてきた頻度には差があ

り，受講頻度が高いほど現在感じている有効度が高く，

その傾向は特にスキルトレーニング系の心理教育で強い

ことを明らかにしている。

課題

心理教育の実施状況の調査は行われているものの，一

貫した結果は得られていない。その要因としては，調

査地域によってばらつきがあること（安達，2014）や，

大学生への調査では回顧法が用いられており昔の記憶が
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薄れていること，心理教育が年々普及してきていること

（石本・松本，2017）などが想定され，本結果の解釈は

慎重に行う必要があると考える。

調査手法などの限界に加え，心理教育自体の問題とし

て，プログラムの名称の整理が進んでいないことが挙げ

られる。例えば，杉本他（2017）は個人により同じ内容

のものを別の心理教育と思って回答している可能性を指

摘しており，詳細な検討が必要であると述べている。こ

れに関して山下・窪田（2017）は，心理教育プログラ

ムの名前に関して，プログラムの構造，目的，背景理論

による命名が混在しており，学校現場に混乱を招いてい

ることを指摘している。心理教育の整理に関して市橋

（2000）は，心理教育をその目的によって，対人スキル向

上のようなエンパワーメント中心のものと，いじめ防止

教育，デートDV防止教育のような問題解決・予防中心

のものとに分類している。この分類を踏まえ窪田（2013）

は，エンパワーメント中心の基礎的対人スキルの上に，

特定問題を予防する教育を位置づけ，体系的に実施する

ことが効果的な心理教育につながると述べている。

心理教育の学校での実施上の課題

ここまで心理教育の開発・効果検証や調査研究の現状

と課題を概観してきたが，本章では学校での実施上の課

題に関して整理を行う。日本でも心身の健康や学校適

応上に関する心理教育が実施されてはいるものの，短

期，単発的，一過性に過ぎないのが現状である（山崎，

2013）。山下・窪田（2017）は心理教育を学校現場で導

入・実施する上での課題として，岡﨑・安藤（2012）が

指摘した時間的課題，人的課題，資源的な課題，教育の

機会に関する課題の４つに，ニーズの把握及びプログラ

ム選択に関する課題，般化に関する課題の２つを加えた

計６つを課題として挙げている。本稿では，時間的課題，

人的課題，ニーズの把握及びプログラム選択に関する課

題，般化に関する課題に焦点を当てて現状の課題につい

て詳細な検討を行う。

時間的課題

教員は日々の忙しさから心理教育を実施する時間の確

保が難しい状況にある（岡﨑・安藤，2012）。山崎・内

田（2010）は現在の学習指導要領においても，各教科の

目的と心理教育との整合性があれば問題ないため，心理

教育を実施可能な授業は多くあることを指摘している。

実際，多くの心理教育が総合学習（安藤，2007）や道徳

（堤，2015）などの時間を用いて行われている。

しかし，同時に山崎・内田（2010）は，使用する授業

との目的上の整合性をその都度考える必要があることを

難点として挙げている。実際，岡﨑・安藤（2012）に

よると現在の心理教育の実施方法としては必要に応じて

行っている割合が70%以上と最も多く，教育課程の中で

行っているのは10％前後にとどまっている。このような

状況に対して，中村（2009）は，これまで心理教育に特

に関心がある学級担任などの個人レベルで多く行われて

きたが，継続性・発展性という点で限界があることから，

学校全体で心理教育を導入することの重要性を指摘して

いる。岡﨑・安藤（2012）も，心理教育を教育課程の中

で明確に位置づけることを提案している。

実際に学校単位で心理教育を実施するにあたっては校

長への働きかけが重要であると考えられる。池田・池田

（2018）によると，プログラムの導入に最終的に影響する

のは，教員の多忙感よりも校長がプログラムを必要だと

感じる問題意識であると述べている。またHan & Weiss 

（2005）も，学校での予防を目的とした実践では，校長の

支援が重要であると指摘している。今後より心理教育を

普及させていくには学校レベルの取り組みが必要であり，

特に校長の支援が重要であることが推測される。

人的課題

岡﨑・安藤（2012）はあまり訓練を受けていない学級

担任が心理教育を実践しているのが現状であり，学校外

からの専門家の派遣や連携行政機関からの予算立て・指

導が必要であると同時に，十分に研修を積んだ教員やス

クールカウンセラー(SC)などが授業を行うことも必要

であると述べている。また，Han & Weiss（2005）も

限られた資源の中で学校において心理教育プログラムを

持続させていくには，教員やSCのように実際に学校に

いるスタッフを活用することが有益であると指摘してい

る。

ここでSCの学校での立ち位置を確認しておく。いじ

めの深刻化や不登校児童・生徒の増加等を背景に，SC

は1995年に「心の専門家」として公立中学校へ導入され，

「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策につい

て（答申）」（文部科学省，2015）により，SCは学校組織

の一員として位置づけられるようになった。文部科学省

（2017）によると，SCは学級環境の調整を支援したり，

学校の状況に応じて児童・生徒に対して心理教育プログ

ラムを実施したりする必要があり，山崎（2019）も公認

心理師の仕事として学校等において予防的な教育を実施

することが含まれると述べている。

石川（2019）のSCへの調査によると，いじめ防止活
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動の中でSCが直接関与している内容としては，教職員

への情報共有や気がかりな生徒への面談を抑えて，心理

教育が最も多かった。また，荒木・中澤（2008）が教員

に対して行ったSCへのニーズについての調査において

も，予防的取り組みに関しては，「人間関係づくりのス

キルを教える」といった心理教育に対して期待が高かっ

た。

このようにSCによる心理教育の実施が期待されてい

るが，小高（2018）は，授業づくりや心理教育といった

一次的援助サービスに関して自己効力感の高いSCと低

いSCが存在し，自己効力感の低いSCは自身のスキル

不足を感じていることを明らかにしている。このように

心理教育の実施に当たってはSC自身のスキルが影響す

る可能性が推察されるが，同時に教員とSCの連携も重

要であると考えられる。河村・武蔵・柏谷（2005）が

行ったSC配置校と非配置校の教員への調査によると，

SCの活動に対する期待が配置校教員の方が低い傾向に

あった。また，荒木・中澤（2008）が教員に対して行っ

た，SCに予防的にかかわってほしい問題についての調

査では，SCとの勤務経験がある群の教員は，勤務経験

がない群の教員よりも発達障害に関わる問題のニーズが

有意に高かった一方で，暴力や学校組織，学級経営上の

問題に関しては有意に低くなっていた。これらの差異に

は現状と教員が期待するSCの活動領域との差が大きい

ことや，SCの対処する問題や役割が固定化しているこ

とが影響していると考えられる。また荒木・中澤（2008）

によると，小学校教員ではそもそもSCとの勤務経験が

ある教員が少なく，担任に教科指導，生徒指導がすべて

任されているために管理職や同僚教員に支援を求めやす

いことを指摘している。SCと教員が協力して心理教育

を実施していくには，SCの派遣体制などの見直しも必

要になるだろう。

ニーズの把握及びプログラム選択に関する課題

山下・窪田（2017）は教員に学級のニーズに合わせた

プログラムを選択する意識がないことや，あった場合に

も適切な選択肢をわかっていないなどの問題があること

を指摘している。本節では，ニーズに関して小学校・中

学校・高等学校という学校段階での差異と，各学級・学

校ごとの差異に着目して整理を行う。

安達（2014）は小学校・中学校と比較して，高等学

校の方が心理教育の実施経験がない教員が多い理由とし

て，高等学校では教科学習の内容が高度になるため生徒

の心理面や生活面への関与が低くなることや，高校生と

いう発達段階において心理的課題に取り組むことは大き

な精神的負担であることを挙げている。同様に，荒木・

中澤（2008）の教員への調査においても，高等学校では

予防を目的とした取り組みに対して期待があると回答し

た教員の割合が少なかったが，その要因として高校生が

発達段階的に進んでいることを挙げている。

小学校と中学校を比較すると，安達（2014）は小学校

では子ども個人のスキル，問題行動の改善を，中学校で

は子ども同士の関係性，対人関係の改善を主目的として

心理教育が実施されていることを明らかにしている。ま

た，石本・松本（2017）が大学生を対象に心理教育の経

験と現在の適応状況を調査したところ，自尊感情教育の

受講経験はいずれの学校段階においても現在の心理的適

応感との関連が見られた一方で，SSTの受講経験にお

いては小学校段階でしか関連が認められなかった。窪田

（2013）は主として小学校段階で基礎的対人スキルを高

める心理教育を実施し，その基礎と関連づけてその上に

中学校で具体的問題への予防的な心理教育を積み重ねる

という形を提唱しており，このように児童・生徒の発達

段階や，学校段階ごとの目的に合わせた心理教育を実施

する必要があると考える。

また，学校段階での差異だけではなく，それぞれの

学校・学級ごとの差異にも着目する必要がある。市橋

（2000）は学校での心理教育の実践を豊かにするために

は，従来の臨床的アプローチと同様に，対象者の現在の

状況を捉えるためにアセスメントを行い，それぞれに応

じた実践計画を立てることが必要であると述べている。

荒木（2007）も既存の開発されたプログラムをそのま

ま導入するのではなく，その学校のニーズに応じたアプ

ローチ方法を考える必要があると指摘している。

また，そもそも心理教育を導入することが難しい学級

も存在する。山崎（2019）は学校のクラス集団を対象と

した予防目的の心理教育は，学級崩壊などの状況のクラ

スでは実施できないため，心理教育が実施可能なクラス

づくりの方法も提供できるようにする必要があると述べ

ている。また，米澤（2015）は子どもを取り巻く環境が，

学校現場での心理教育的援助の効果に重大な影響を与え

るため，まず環境づくりに取り掛かる必要があると述べ

ている。そもそも，予防を目的としたアプローチとして

は，個人の変容だけでなく，環境の修正というアプロー

チも考えられることから（荒木，2007；伊藤，2009），後

者のアプローチも併せて使用することで，学校の実態に

合わせて効果のある心理教育を実施することにつながる

だろう。



―97―

般化に関する課題

山下・窪田（2017）は，子どもたちが心理教育で得た

ものを実生活で生かしていくための工夫が必要であると

述べている。実際，荒木他（2010）が教員に導入された

心理教育プログラムの評価を求めたところ，内容を日常

の学校生活と結びつけることの難しさが課題として挙げ

られた。

ここで着目したいのは，日常的に教員が学校で行って

いる取り組みである。鈴木他（2005）は一次予防プロ

グラムの目的が従来の学校教育の目的と一致しているこ

とを指摘しているが，近藤（1994）は学校教育におけ

る予防的・成長促進的介入に関して，教員が既に行って

いるものを掘り起こす観点の重要性を指摘している。近

藤（1994）によると心理学者が提案する特別なプログラ

ムの目標が，教員の日常的な教育活動の中でなにげなく

達成されていることはしばしばあるという。実際，安達

（2014）は自身の研究において先行研究と比較して心理

教育の実施経験が高かった理由について，調査実施前に

行った心理教育の講義により，教員自身が無自覚で行っ

ていた心理教育を認識できるようになった可能性を指摘

している。

なお，教員が現在行っている取り組みに着目すること

は有効であると考えられる一方で，教員がなにげなく

行っている取り組みは，効果検証が行われておらず，先

述のエビデンス・ベースド・アプローチの流れと逆行す

る可能性がある。例えば，Yamasaki et al. （2016）は

思春期後期の子どもに対して精神疾患の知識を教えるこ

とが，必ずしも援助希求の向上につながらない可能性を

指摘している。学校で日常的に行われている教育は，必

ずしも子どもの心理的側面に対する効果検証は行われて

いないと考えられるため，日常的な取り組みに着目する

と同時に，その効果を確かめていくことが必要であるだ

ろう。

おわりに

本稿の目的は日本の学校における児童期・青年期の心

理教育の現状と今後の課題を整理することであった。日

本では心理教育の開発と効果検証が行われており，海外

のプログラムを参考にする動きもあるものの，学校現場

における制約から厳密な効果検証が難しい状況にある。

また心理教育の実施状況の調査研究は近年行われてはい

るものの一貫した結果は得られておらず，まずは心理教

育自体の整理が必要であると考えられる。心理教育を学

校現場で実施する上での課題については，時間的課題，

人的課題，ニーズに関する課題，般化に関する課題につ

いて詳細を検討した。これらの課題を克服していくこと

が，日本の学校での心理教育の普及につながっていくで

あろう。

最後に本稿の限界を述べる。本稿では心理教育を大き

く一括りに捉え，心理教育の現状と課題の整理を行っ

た。しかし，心理教育の内容は幅広く，各心理教育の目

的や実施方法ならではの難しさが存在すると考えられ

る。また，本稿では日本の心理教育を概観したが，海外

の心理教育とのより詳細な比較を行うことで，新たな知

見が得られることが推測される。なお，その際にも海外

と日本とでは教育制度や文化的背景が異なるため，それ

らの違いを踏まえた考察が必要であるだろう。
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